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金融サービスを通じ、
お客さまの未来と信用を活かす
生活応援企業
AFSのコーポレートサイト
2017年4月に、コーポレートサイトをリニューアルいたしました。
当社の事業内容や株主さま向け情報は、当サイトもあわせてご覧ください。

※従業員数は2017年3月末時点、その他数値は2017年9月末時点
上場会社
現地法人

AFSは、日本およびアジア11カ国で展開する小売業発の総合金融グループです。

3,984万人
うち国内2,739万人

連結有効会員数

拠点数

685拠点
うち国内366拠点

従業員数

17,340 人
うち国内3,893人

45%
海外の経常利益構成比

海外国内

国内
海外

国内
海外

国内
海外

http://www.aeonfinancial.co.jp/
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　海外では、アジア地域においてインフラ需要や低インフレ
に支えられた個人消費の拡大が下支えとなり、総じて緩やかな
回復基調が続きました。
　このような経営環境の中、国内カードの有効会員数は、
2,739 万人（期首比 47万人増）、カードショッピング取扱高
は２兆3,905億円（前年同期比110.6％）と順調に拡大いたし
ました。
　これは、本年６月より募集を開始した株式会社コジマとの	
提携カードをはじめ、ミニオンズ・デザインのイオンカード等、
幅広い年齢層のお客さまに持っていただけるよう、積極的な
商品拡大に努めるとともに、協業先と連携した商品開発や	
プロモーション活動を実施した成果であると認識しております。
加えて、イオングループの対象店舗でときめきポイントが	
いつでも２倍となる特典等、小売と連携した施策により、取扱高
の拡大が図れております。
　また、本年10月のイオン銀行開業10周年に向けた資産
運用セミナー等の各種キャンペーンを実施した結果、口座数
は 580 万口座（期首比 25 万口座増）、預金残高合計は	
２兆8,180億円（期首比2,724億円増）となりました。
　2018 年３月期中間期の連結業績は、経常収益は1,945	
億 円（前年同期比 107.5％）、経常利益は 285 億円	
（同104.1％）、親会社株主に帰属する中間純利益は171億円	
（同 101.0％）となり、中間連結会計期間としてはいずれも	
過去最高を更新いたしました。
　中間配当は、期初の予想通り、前年度の記念配当を普通	
配当に置き換え、1株当たり29円の配当とさせていただき
ました。
　なお、2017年度より報告セグメントを変更し、第１四半期
の決算発表から、変更後のセグメントを用いて業績の発表を
行っております。中期ビジョン実現のため、利便性のさらなる
改善や、生産性向上を目的とした構造改革に取り組むとともに、
システム (IT)/ デジタル化投資を通じたビジネスモデルの	
転換を図っております。
　新報告セグメントでは、国内事業は対象となるお客さま	
（個人・法人）によって、機能の担い手を明確にすること、	
国際事業は３つの上場会社を中心にエリアを分け、デジタル化
によるビジネスモデルの水平展開を円滑に進めることを目的
としております。

トップメッセージ

代表取締役社長

河原	健次

当社グループについて
　当社は、目指すべき姿として、「アジアNo.1 のリテール	
金融サービス会社」になることを掲げております。
　現在、当社グループを取り巻く環境は、グローバル化する
世界経済を背景に、新興企業の台頭やブロックチェーン、	
人工知能（AI）、IoT 等の技術の進展によりイノベーションが
起こるなか、金融業界の事業領域というものもなくなりつつ
あります。そうした影響により、お客さまのニーズにも変化が
見られております。
　当社におきましても、2017 年度からの３年間でシステム
(IT)/ デジタル化投資を強化することにより、お客さまの多様
なニーズにお応えすべく、従来のビジネスモデルを大きく	
転換させていかなければならないと考えております。
　すでに、ATM取引における生体認証や、AI、ブロックチェーン
の技術を活用したさまざまな実証実験を開始しております。
　我々の存在意義は、「小売業発の総合金融グループ」として、
お客さまの「使う」、「貯める」、「借りる」、「備える」、「増やす」、
「管理する」といったニーズに対し、他の金融機関にはでき	
ないサービスの提供を実現し続けていくことです。
　海外においても、現地の金融機関でサービスが受けられ	
ない方々を含む、幅広い層のお客さまに金融サービスをご提供
することで、日々の暮らしを豊かにするサポートを行って	
まいります。

中間期の業績総括・評価
　国内では、日本銀行がマイナス金利を継続する中、企業	
業績や雇用は改善傾向で推移し、個人消費も緩やかに持ち直し
の動きが見られました。

アジアを中心とする経済圏で
金融プラットフォームを構築し、
お客さまの日々の暮らしを豊かにする
企業集団を目指します。
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従来の金融機関に満足していない方や、そもそも金融機関が
商品・サービスを提供してこられなかった方々にまで、ご満足
いただけるものをつくりあげてまいります。
　これらを実現するため、今後もデジタル化の取り組みを	
一層推し進め、アジアの展開エリアにおいて、小売と金融の
データベースを融合させた、新たな「金融プラットフォーム」を
構築していきたいと考えております。
　それにより、金融に限らず、生活に関するあらゆるニーズ
や社会的な課題と、最適なソリューション提供をマッチング	
させ、イオングループ一丸となって、お客さまの日々の暮らしを
より豊かにするサポートを行ってまいります。

CSR の取り組みについて
　当社は、イオングループの一員として、従来からCSR活動
を積極的に推進してまいりました。今年度より、取締役会の
直下に「CSR 委員会」を設置し、「金融サービスを通じ、	

お客さまの未来と信用を活かす生活応援企業」という経営理念	
を踏まえ、「CSR 基本方針」、「環境方針」を定めております。
さらに、環境、社会、ガバナンス（ESG）を顧客基盤、ブランド等
と同様の無形資産と捉え、その価値を高めていくことが、	
企業価値の最大化につながるものと考え、重点的に	
取り組んでおります。

最後に
　今後におきましても、小売業発の総合金融グループとして、
徹底したお客さま視点で、他の金融機関にはできない独創的
なサービスの提供に注力するとともに、社会課題の解決を	
図る企業・組織の構築を目指してまいります。
　株主・投資家の皆さまにおかれましては、今後もより	
一層のご支援、ご指導を賜りますよう、何卒よろしくお願い
申し上げます。
	 2017 年 12月

　持株会社、機能会社は横串機能として、各事業間の連携を
深めてまいります。これらの体制により、グループ経営管理
を強化してまいります。

重点実施事項
　上期に引き続き、国内外各社において、システム (IT)/	
デジタル化投資の強化、当社グループ内で重複する機能の
集約化を行い、「利便性の向上」、「資産収益性の改善と生産性
の向上」、「海外での再成長」に取り組んでまいります。
　まず、「利便性の向上」の取り組みについては、いつでも	
イオンカードのご利用明細の確認やクーポン・キャンペーン情報
を受け取れる「イオンウォレット」、イオン銀行「通帳アプリ」
を配信するなど、スマートフォンを通じたサービスをすでに	
展開しておりますが、今後も一層強化してまいります。従来の
紙チラシやダイレクトメールによる販売促進と比べローコスト
で、お客さま一人ひとりに合ったご案内が可能となるほか、	
決済機能の追加によるプラスチックカードを持たない、カード
レス化の推進にも取り組んでまいります。加えて、フィンテック
サービスの早期実現を目的とした対外向けコンテスト「AEON	
Financial	Service	Innovation」を通じて、外部の知見や	
技術を積極的に取り入れており、昨年、最優秀賞を受賞した	
「コミュニケーション型家計簿アプリ」の来春リリースに向けて
開発を進めるなど、利便性の向上を図ってまいります。
　次に「資産収益性の改善と生産性の向上」については、	
１０月１日より、イオン銀行の全138店舗を全店直営化いたし
ました。これにより、全従業員が投資信託や保険商品等の資産
形成サービスを含め、フルラインでサービスが提供できる	
体制を構築しております。また、従業員のスキルアップの教育
については継続して実施しており、お客さまに信頼していただく
ことにより安心してご相談いただける存在になることを目指して
まいります。
　また、本社においても当社が戦略的部門とする海外や加盟店
開発の人員を増強することを目的に、国内のグループ各社	
で重複している部門の集約を行い、業務効率化により利益の
最大化を図ってまいります。
　次に「海外での再成長」について、国際事業では、課題	
であったコストの効率化が図れたことにより、再度、成長軌道に
乗せることができました。

　今後につきましては、新たな商品の導入や、各国でスマート
フォンアプリの開発に取り組み、銀行口座やクレジットカード
を利用されていないお客さまに対しても、当社の金融サービス
を提供できるようにアクセスを改善することで、再成長を	
加速させてまいります。
　その結果、連結経常利益に占める国際事業の構成比は、
2017年度は43％、2018年度は47％へ拡大してまいります。
さらに2020 年度には、海外の経常利益構成比を50％に	
引き上げていく計画としております。

「アジアNo.1 のリテール金融サービス会社」
を目指して
　金融サービスを通じ、お客さまの日々の暮らしを豊かに	
することをミッションとし、アジアにおける最も身近な金融	
サービス会社となることを目指しております。
　最新の IT技術の活用により、お客さまの金融に関するニーズ
に対しどなたでも、便利な時間に、どこからでもアクセスが	
できる環境を整えてまいります。
　当社が持つチャネルには、銀行店舗やカード受付カウンター
に加え、モバイルアプリ、Webサイト、コールセンター等	
さまざまなチャネルがございます。今後、それらのサービスが	
「スマートフォンさえあれば、完結する」といったように、	
チャネルを拡大してまいります。
　商品・サービスにおいては、自社での開発に加え、加盟店
や提携先と共同で開発を実施してまいります。それにより、	
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■ 連結経常利益に占める事業の構成比

“小売業発の総合金融グループ”だからこその強み“小売業発の総合金融グループ”だからこその強み
イオングループの営業ネットワークと、お客さまのあらゆる経済活動をつなぐ金融サービスを。

アジアで共通の金融プラットフォームを構築し、お客さま一人ひとりに合った金融サービスをタイムリーに提供できる未来を目指して。
イオングループの営業ネットワークと、お客さまのあらゆる経済活動をつなぐ金融サービスを。

アジアで共通の金融プラットフォームを構築し、お客さま一人ひとりに合った金融サービスをタイムリーに提供できる未来を目指して。
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特集

当社は、フィンテックという形で最新の IT技術や外部の知見を積極的に
取り入れ、誰もが手軽に金融サービスにアクセスできる機会を創出して	
まいります。また、お客さま一人ひとりに合った商品・サービスをタイムリー
に提供し、日々の暮らしをもっと豊かにするサポートを推進してまいります。

フィンテック
×AFS

昨年に引き続き、新たなフィンテックサービスの早期実現
を目的としたビジネスコンテスト「AEON	 Financial	
Service	Innovation	2017」を開催します。

▋募集テーマ
既存のＥＣサービスの先を行く未来の店舗	
×ショッピング×サービス

多様化するライフスタイルや決済ニーズへ対応するため、
イオングループのプラットフォームを活用し「商業と金融
の融合」を実現する斬新かつ画期的なサービス・ソリュー
ションを募集します。

Pepper によるイオンカード申込受付、デジタルコンシェルジュの実証実験開始

人型ロボット「Pepper」は、１台で最大 3名さまの同
時対応が可能となり、よりスピーディなお手続きが実現
できます。また、デジタルコンシェルジュは、卓上ロボッ
トが店頭スタッフに代わりお客さまのご質問、商品案
内等に対応します。
これら最新技術の導入によってサービスの迅速性や確実
性、利便性を向上させ、窓口スタッフが対面でお客さま
とコミュニケーションを深める時間を創出してまいります。

Topic

1

フィリピンで画期的なオートローン創造の協業開始

GLOBAL	MOBILITY	SERVICE株式会社と、オートローン
創造の協業で合意しました。第１弾としてフィリピン
にて、IoT デバイスと IoT プラットフォームシステムを
活用することで、これまで信用不足で審査承認対象外
となっていた方々に対して、三輪タクシー向けオート
ローンの提供を可能とする取り組みを開始しました。	
第２弾として、10月よりカンボジアでも取り組みを開始し、
今後は、マレーシア、インドネシア、ベトナム等の	
アジア各国へ展開を計画しております。

Topic

3

パーソナルデータを活用した情報銀行の実証実験を開始
一人ひとりに合った金融サービスの提供

待ち時間や手続きの短縮により、お客さま満足を実現

外部の知見や技術を求めて、新たなサービスを創出

ファイナンシャル・インクルージョンを目指して

当社は富士通株式会社と、同社が提供している	
パーソナルデータストアをクラウドサービス基盤として
利用し、パーソナルデータを所有者自身が管理・運用
しながら、その提供するデータ量等に応じて対価を	
得る情報銀行の実証実験を実施しました。
今後、利用者の趣向に合わせたタイムリーな情報提供
の方法等、情報銀行における新たなビジネスモデルの
有用性を検討してまいります。

Topic

2

「AEON Financial Service Innovation 2017」開催Topic

4

Topic

4
日本・アジアをつなぐ金融プラット
フォーム構築に向けたブロック
チェーン技術の実証実験開始

「音声認識技術」および「テキスト
マイニングツール」を活用したお客
さま応対最適化に向けた取り組み開始

AI・機械学習技術を活用した	
先進的な債権回収ソリューション
構築に向けた取り組み開始

イオンタウン吉川美南店へ IT・
デジタル技術を活用した新型の
イオン銀行店舗を開設

6月7日 6月22日
8月24日

9月4日

9月20日

10月12日

7月14日 7月28日

News Release

Topic

1
Topic

2
Topic

3

※	ソフトバンクロボティクスのPepperを活用し、
AFSが独自開発したアプリケーションです。
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日々のお買い物も、街中のいろんなところでお気軽に、便利に、おトクに。

会員数の拡大

人気の提携カード暮らしのそばに広がる金融サービス

イオンカード（ミニオンズ )
ユニバーサル・スタジオ・ジャパン™
内でご利用いただくと、ときめきポイント
が10倍たまります。
イオンフィナンシャルサービスは、ユニバーサル・スタジオ・
ジャパン™のオフィシャル・マーケティング・パートナーです。
承認番号CR17-3585

TM	&	©	Universal	Studios

コジマポイントカード機能搭載。現金
払いと同率のコジマポイントがたまる	！		
さらに、ときめきポイントも２００円で	
1ポイントたまります。

コジマ×ビックカメラカード
（コジマポイントカード・WAON一体型）

イオンカード(TGCデザイン )
イオンモール・OPA・FORUS・VIVRE
の対象施設でのクレジットご利用で、	
ご請求時に、お買い物代金が5%割引	！
対象期間：	2017 年 9月 11日 ( 月 ) 〜	

2018 年 3月 31日 ( 土 )

全国のイオン店舗にて、カードの	
お支払い（クレジット・WAON）、または	
ご提示でお買い物代金が5%OFFと	
なります。※１

※1一部対象外カードおよび対象外店舗、対象外商品がございます。
※2その他のポイント倍付企画、その他のポイントキャンペーン等との併用はございません。

５５歳以上の会員さまは、全国の	
イオン店舗にて、クレジットのご利用で
ご請求時に、対象WAONのご利用で
レジにてお買い物代金が5%OFFと	
なります。※１

全国のイオングループの対象店舗で
イオンカードのクレジット払いを	
ご利用いただくと、ときめきポイントが	
２００円で２ポイントたまります。※１、※２

イオンカード

イオンカードのおトクなサービスを	
ご紹介いたします。
イオンカードセレクト

イオンカードのおトクな特典
お客さま感謝デー G.G感謝デー ときめきポイントがいつでも2倍

クレジットカード、イオン銀行キャッシュカード、電子
マネー「WAON」の機能・特典を１枚にまとめた便利で
おトクなカードです。普通預金金利の優遇に加え、給与
振込口座への指定や公共料金のお支払いで毎月WAON
ポイントがたまります。

NEW

連結有効会員数（単位：万人）

国内
国際

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 （年度）

2,286
2,494

2,653 2,807
2,976

3,185
3,390

3,567 3,722
3,894

当社ならではの強みを築き上げ、
連結有効会員数は順調に増加しております。

■より詳しい情報につきましては、当社ホームページ	http://www.aeonfinancial.co.jp/	をご覧ください。
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海外	グローバルな取り組み
アジアで最も身近な金融リテール会社へ。

今後の取り組み

●主な取扱商品

タイでは、バンコクの高架鉄道運営会社であるBTSグループ・ホールディングスとの提携により、
乗車券・電子マネー機能付ファイナンスカードを発行するなど、現地企業との提携を積極的に	
進めております。また、小売大手のビッグCスーパーセンターや映画館運営会社との提携クレジット	
カード等の募集を推進し、会員数の拡大に努めております。

香港では、日本航空（株）、イオンストアーズ香港との提携クレジットカードの募集を強化するなど、
会員数の拡大に努めました。また、グループ店舗と連携した売上販促企画を積極的に実施する
ことに加え、ゴールドカード会員の特典として、イオン店舗での利用でいつでもポイントが２倍
たまる取り組みを開始し、取扱高の拡大に努めております。

香港

タイ

マレーシア

中華圏 メコン圏 マレー圏

マレーシアでは、イオングループでの会員募集や提携先企業との共同企画を実施し、会員数	
および取扱高の拡大に努めております。さらに、事業領域の拡大を図るべく、Visa	Worldwide	Pte.
Limitedと提携し、国際ブランド決済ネットワークを通じたポイントカード一体型電子マネーの	
発行を予定しております。

香港
●ゴールドカードの推進強化
●人気キャラクターの券面カード

タイ
●オートローン事業
●モバイルアプリ

カンボジア
	 ● 	リエル建て	
電子マネー

マレーシア
●保険販売の強化
●プラチナカードの導入

♦365日、原則あさ９時からよる９時まで営業
ライフスタイルに合わせて、曜日を気にせずお立ち寄りいただけます。

♦イオン銀行ATMは、２４時間３６５日、手数料無料！
イオン、ミニストップ等、イオングループ各店ほか、駅や空港等、全国に6,000 台以上。
土日、夜間も手数料を気にせずご利用いただけます。

イオン銀行

お買い物ついでや、お仕事帰りに	
気軽に相談できる。

新店舗のご紹介

イオンスタイル碑文谷店
2017年3 月にイオンスタイル	
碑文谷店を新たにオープンするなど、
首都圏を中心とした営業ネット
ワークを拡大しております。

・	10枚の花びらは、1枚1枚10年をかけて積み重ねて	
きたイオン銀行の歩みを象徴しています。
・	1枚1枚色の違う花びらは、イオン銀行が取り扱う色とり
どりの商品・サービスを表しています。
・	新たな10年をより輝かしいものにすることでお客さまの
期待にお応えするという誓いを、デザインの「花」になぞ
らえたキャッチコピーで表現しています。

イオン銀行は、2017年10月11日に開業10周年
を迎えることとなりました。
お客さま、地域の皆さまからの温かいご支援と
ご愛顧に心より感謝を申し上げます。

皆さまのおかげで、開業10周年を迎えました
記念ロゴマークの由来

借りる貯める

使う 増やす・備える

総合口座
（普通預金・
定期預金）

・住宅ローン
・カードローン
・各種ローン

・クレジットカード
・デビットカード
・電子マネー

・投資信託
・iDeco
・保険
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海外での取り組み

２０１７年１月に東北電力株式会社と提携し、カードのご利用
金額が東北６県と新潟県の復興支援や地域活性化を目的	
とした基金へ寄付される「より、そう、ちから。東北電力カード」	
を発行いたしました。
また、１１月には特定非営利活動法人ザ・ピープルのご協力
のもと、震災後の農業放棄地を利用した綿花栽培の収穫	
ボランティアツアーを実施し、多くの従業員が参加いたしました。

ミャンマー学校建設支援募金

より、そう、ちから。
東北電力カード（WAON一体型）

Web明細（環境宣言）

ミャンマー	ヤンゴン植樹

綿花栽培の収穫ボランティア

ユニセフ青年大使プログラムへの協賛 学校への寄付贈呈式

社内研修の様子

ミャンマー学校開校式の様子

認定マーク「えるぼし」
（3段階目）

働き方・ダイバーシティへの取り組み

地域社会のために

環境保全活動

イオングループを通じた取り組み

環境保全活動として北海道厚真町、タイ・チェンマイ、
マレーシア、香港等、国内外各地において植樹活動
を行いました。
また、ご利用明細をインターネット上で確認できる
「Web明細（環境宣言）」の登録を推進し、CO₂の
削減を図りました。

人材の多様性を尊重し、２０１７年度より社内大学（AFS 大学）を
スタートさせるなど、多様なキャリア開発の支援を行っております。
また、性別に関係なく育児・介護休暇が取得しやすい職場環境	
づくりに努め、厚生労働大臣より与えられる「えるぼし」認定の	
最高位である３段階目を国内子会社であるイオンクレジットサービス、	
イオン銀行、イオン保険サービスが取得いたしました。

財務情報に加え、ESG等の非財務情報を含めた、当社の
持続的な企業価値向上に向けた取り組みを掲載しております。

ユニセフ青年大使プログラムへの協賛を
継続的に実施しております。また、香港
証券取引所を通じて ESG 情報をアニュ	
アルレポートにて開示いたしました。

タイの赤十字社を通じた献血活動への参加
や、教育支援を目的に小中学校へ図書等の
寄贈を行うとともに、タイ東北地域の洪水
被害支援のため、義援金を寄付いたしました。

イオングループ企業と協力し、植樹活動
や奨学支援活動に継続して取り組んで	
おります。また、現地の盆踊り大会へ協賛	
するなど、地域との交流を図っています。

イオン１%クラブは税引前利益の１%を活動資金とし、	
「環境保全」、「国際的な文化・人材交流、人材育成」、「地域
の文化・社会の復興」を柱に、国内外で幅広い社会貢献活動
を行っております。
イオン１%クラブを通じた活動としてラオス・ミャンマー等
での学校建設支援等、アジア各国で社会貢献活動に取り	
組んでおります。

学校への図書寄贈

2017年10月に統合報告書を作成いたしました。

イオンフィナンシャルサービスは、「お客さま本位の金融サービス
の追求」、「持続可能な環境・社会の実現」、「地域社会への貢献」、	
「コーポレートガバナンスの充実」に努めております。

× AF SC S R
■ 香港

株主の皆さまへ

■ タイ ■ マレーシア
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証券コード：8570

2017年 4月１日～2017年 9月30日

会社データ

会社概要	 （2017年9月30日現在）

商 号	 イオンフィナンシャルサービス株式会社
上場証券取引所	 東京証券取引所市場第一部
	 （証券コード：8570）
本 	 店	 東京都千代田区神田錦町一丁目1番地
電 話 番 号	 （03）5281-2080（代表）
U 	 R 	 L		 http://www.aeonfinancial.co.jp/
設 立	 1981年6月20日
資 本 金	 456億98百万円

決 算 期	 3月末日

基 準 日	 定時株主総会基準日		3月末日

	 期 末 配 当 基 準 日		3月末日

	 中 間 配 当 基 準 日		9月末日

株主名簿管理人	 東京都中央区八重洲一丁目2番1号
	 みずほ信託銀行株式会社
同事務取扱場所	 東京都中央区八重洲一丁目2番1号
	 みずほ信託銀行株式会社	本店証券代行部
単 元 株 式 数	 100株
公 告 方 法	 電子公告（http://www.aeonfinancial.co.jp/）
	 ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をする
	 ことができない場合は、日本経済新聞に掲載することといたします。

株主メモ	

取締役・監査役	 （2017年9月30日現在）

代 表 取 締 役 会 長	 鈴 木 　 正 規
代 表 取 締 役 社 長	 河 原 　 健 次
取 締 役 副 社 長	 水 野 　 雅 夫
取 締 役 副 社 長	 渡 邉 　 廣 之
専 務 取 締 役	 若 林 　 秀 樹
常 務 取 締 役	 万 月 　 雅 明
取 締 役	 山 田 　 義 隆
取 締 役	 鈴 木 　 一 嘉
取 締 役	 新 井 　 直 弘
取 締 役	 石 塚 　 和 男
取 締 役	 大 鶴 　 基 成
取 締 役	 箱 田 　 順 哉
取 締 役	 中 島 　 好 美
常 勤 監 査 役	 内 堀 　 壽 典
監 査 役	 大 谷 　 　 剛
監 査 役	 山 澤 光 太 郎
監 査 役	 榊 　 　 隆 之
※大鶴基成、箱田順哉、中島好美は、会社法に定める社外取締役であります。
※内堀壽典、大谷	剛、山澤光太郎は、会社法に定める社外監査役であります。
※大鶴基成、箱田順哉、中島好美、大谷	剛、山澤光太郎は、東京証券取引所
有価証券上場規程に定める独立役員であります。

※持株比率は、自己株式（9,790,030株）を控除して計算しております。

所有者別株式数の構成比 その他
4.34％

外国法人
27.46％

金融機関
14.19％
証券会社
0.91％

国内法人
49.81％

個人その他
3.28％

株式の状況	 （2017年9月30日現在）

発行可能株式総数	 540,000,000	株
発行済株式総数	 225,510,128	株
株主数	 14,026	名

大株主	 （2017年9月30日現在）

株主名 持株数
（千株）

持株比率
（％）

イオン株式会社 101,166 46.90
ステート	ストリート	バンク	アンド	トラスト	カンパニー
505223 7,409 3.43

ステート	ストリート	バンク	アンド	トラスト	カンパニー
505001 5,996 2.78

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,111 2.37
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 4,543 2.11
ステート	ストリート	バンク	アンド	トラスト	カンパニー 4,486 2.08
マックスバリュ西日本株式会社 2,646 1.23
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口 5） 2,613 1.21
ザ	バンク	オブ	ニューヨーク	メロン	140044 2,367 1.10
ザ	チェース	マンハッタン	バンク	385036 2,191 1.02 通信

特集 フィンテック×ＡＦＳ
イオンフィナンシャルサービス
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